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愛媛県における平成20年度の化学物質の環境への排出状況等について 

 

Ｈ２２.２.２６ 

環 境 政 策 課 

（内線２３４７） 

 

 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（ＰＲＴＲ法）」

第５条第２項に基づき、事業者から届出のあった平成20年度の本県の排出量等の状況について、

次のとおり公表します。 

なお、ＰＲＴＲ制度の概要については、別紙をご覧ください。 

 

１ 排出量等の届出状況 

  平成20年度は、県内521の事業所から届出がありました（19年度比５事業所増、届出対象事

業者の要件については別紙参照）。業種別及び市町別の届出状況は、表1-1及び1-2のとおりで

す。 

 

【表1-1 業種別の届出事業所数】            （ ）内は、平成19年度の件数 

届出事業所数 届出事業所数 
業 種 

全国 県内 
業 種 

全国 県内 

金属鉱業 15 2 (2) 武器製造業 8 0 (0) 

原油・天然ガス鉱業 30 0 (0) その他の製造業 159 1 (0) 

食料品製造業 284 2 (2) 電気業 118 1 (1) 

飲料・たばこ・飼料製造業（注１） 103 2 (1) ガス業 74 0 (0) 

繊維工業 210 2 (2) 熱供給業 25 0 (0) 

衣服・その他の繊維製品製造業 36 0 (0) 下水道業 1,930 37(35) 

木材・木製品製造業 207 1 (0) 鉄道業 57 0 (0) 

家具・装備品製造業 107 0 (0) 倉庫業 131 3 (3) 

パルプ・紙・紙加工品製造業 369 13(14) 石油卸売業 510 1 (0) 

出版・印刷・同関連産業 389 1 (0) 鉄スクラップ卸売業 20 0 (0) 

化学工業（注２） 2,302 27(27) 自動車卸売業 146 3 (2) 

石油製品・石炭製品製造業 149 2 (2) 燃料小売業 18,723 273(269) 

プラスチック製品製造業 1,093 14(14) 洗濯業 146 1 (1) 

ゴム製品製造業 312 1 (1) 写真業 2 0 (0) 

なめし革・同製品・毛皮製造業 27 0 (0) 自動車整備業 1,959 21(25) 

窯業・土石製品製造業 523 1 (1) 機械修理業 46 0 (1) 

鉄鋼業 373 5 (5) 商品検査業 33 1 (1) 

非鉄金属製造業 553 7 (7) 計量証明業 38 2 (2) 

金属製品製造業 1,890 8 (8) 一般廃棄物処理業 1,868 44(44) 

一般機械器具製造業 794 13(13) 産業廃棄物処分業 523  7 (7) 

電気機械器具製造業（注３） 1,460 5 (6) 高等教育機関 112 1 (1) 

輸送用機械器具製造業（注４） 1,175 13(14) 自然科学研究所 211 1 (1) 

精密機械器具製造業（注５） 232 5 (4) 合 計 39,472 521(516) 
   注１ 酒類製造業及びたばこ製造業の届出数を含む。 
    ２ 塩製造業、医薬品製造業及び農薬製造業の届出数を含む。 
    ３ 電子応用装置製造業及び電気計測器製造業の届出数を含む。 

    ４ 鉄道車両・同部分品製造業、船舶製造・修理業及び舶用機関製造業の届出数を含む。 
    ５ 医療用機械器具・医療用品製造業の届出数を含む。 
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【表1-2 市町別の届出事業所数】      （ ）内は平成19年度の件数 

 

 

 

２ 集計結果の概要 

(1) 総排出・移動量について 

  本県においては、131物質について届出があり、その県内総排出・移動量は、11,991トン（19

年度比1,486トン減）であり、全国（400,008トン）の3.0％を占めています。そのうち、総排

出量は5,358トン（19年度比213トン増）、総移動量は6,633トン（同1,698トン減）となってい

ます（表2-1）。また、地域別総排出・移動量は、東予地域が県内の81.3％、中予地域が18.0％、

南予地域が0.7％となっています（表2-2）。 

 

【表2-1 総排出・移動量比率】 
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下水道移動量

 

--------------------------------------------------------------------------- 
備考１ 排出とは、事業活動に伴って、対象物質が環境中（大気、公共用水域、土壌）へ出て行くことや同一事業所内に対象物質を

含む廃棄物を埋め立てること（埋立処分）をいいます。 
２ 移動とは、事業活動に伴って、対象物質を含む廃棄物が事業所外の場所に移されること（産業廃棄物として廃棄物処理業

者に処分を委ねたり、自社の別の事業所に移して処分する等）や対象物質を含む排水を下水道へ放流することをいいます。 

 

 

【表2-2 地域別排出・移動量】                     （ ）内は平成19年度実績 

地 域 排出量(トン/年) 移動量(トン/年) 合計(トン/年) 県内比率(%) 

東 予 4,643(4,363) 5,112(6,450) 9,755(10,813) 81.3(80.2) 

中 予   656(  717) 1,498(1,848) 2,154( 2,565) 18.0(19.0) 

南 予 59(   65) 23(   34)  82(    99) 0.7( 0.8) 

計 5,358(5,145) 6,633(8,332) 11,991(13,477)  
    備考 東予：今治市、新居浜市、西条市、四国中央市、上島町 
       中予：松山市、東温市、伊予市、久万高原町、松前町、砥部町 

       南予：宇和島市、八幡浜市、大洲市、西予市、内子町、伊方町、松野町、鬼北町、愛南町 

 

市町名 件 数 市町名 件 数 市町名 件 数 

松山市 134(129) 伊予市 13( 13) 砥部町 7(  8) 

今治市 73( 76) 四国中央市 33( 33) 内子町 11( 12) 

宇和島市 35( 37) 西予市 22( 22) 伊方町 6(  6) 

八幡浜市 18( 18) 東温市 15( 15) 松野町 1(  2) 

新居浜市 52( 54) 上島町 10(  9) 鬼北町 5(  5) 

西条市 42( 41) 久万高原町 10(  3) 愛南町 9( 10) 

大洲市 19( 19) 松前町 6(  4) 合 計 521(516) 
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  排出・移動量の多い市町、業種については、表2-3のとおりとなっており、上位５市町で全

体の約93％、上位５業種で全体の約91％を占めています。 

 

【表2-3 排出・移動量の多い市町、業種】 

  ・排出・移動量の多い市町 

順位 市町名 
排出量 

(トン/年) 
移動量 

(トン/年) 
合 計 

(トン/年) 
総排出移動量 

比(％) 

１ 新居浜市 873 3,420 4,293 35.8 

２ 今治市 1,483 1,226 2,709 22.6 

３ 松山市 540 1,063 1,603 13.4 

４ 四国中央市 1,313 145 1,458 12.2 

５ 西条市 746 275 1,021 8.5 

   

・排出・移動量の多い業種 

順位 業種名 
排出量 
(トン/年) 

移動量 
(トン/年) 

合 計 
(トン/年) 

総排出移動量 
比(％) 

１ 化学工業    847 4,821 5,668 47.3 

２ 船舶製造・修理業、舶用機関製造業 2,217   266 2,483 20.7 

３ 非鉄金属製造業    2 1,078 1,080 9.0 

４ プラスチック製品製造業   949  60 1,009 8.4 

５ パルプ・紙・紙加工品製造業 516 125 641 5.3 

 

 

  排出・移動量の多い物質は、表2-4のとおりとなっており、上位５物質で全体の約67％を占

めています。 

 

【表2-4 排出・移動量の多い物質】 

順位 物質番号 物質名 
排出量 
(トン/年) 

移動量 
(トン/年) 

合 計 
(トン/年) 

総排出移動量 
比(％) 

１ 227 トルエン 2,044 1,592 3,636 30.3 

２ 63 キシレン 1,601 124 1,725 14.4 

３ 311 マンガン及びその化合物 3 1,013 1,016 8.5 

４ 43 エチレングリコール 10 804 814 6.8 

５ 40 エチルベンゼン 741 46 787 6.6 

 

 

(2) 総排出量について 

  県内総排出量の内訳は、大気への排出5,118トン（総排出量比95.5％、19年度比114トン増）、

公共用水域への排出240トン（同4.5％、99トン増）、土壌への排出及び事業所内での埋立処分

０トンとなっており、全国総排出量（199,195トン）の2.7％を占めています（表2-5）。 
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【表2-5 総排出量の排出先別比率】 
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 排出量の多い市町、業種については、表2-6のとおりとなっており、上位５市で全体の約93％、

上位５業種で全体の約89％を占めています。 

 

【表2-6 排出量の多い市町、業種】 

  ・排出量の多い市町 

順位 市町名 排出量(トン/年) 総排出量比(％) 

１ 今治市 1,482 27.7 

２ 四国中央市 1,313 24.5 

３ 新居浜市 873 16.3 

４ 西条市 746 13.9 

５ 松山市 540 10.1 

 

・排出量の多い業種 

順位 業種名 排出量(トン/年) 総排出量比(％) 

１ 船舶製造・修理業、舶用機関製造業 2,117 39.5 

２ プラスチック製品製造業 949 17.7 

３ 化学工業 847 15.8 

４ パルプ・紙・紙加工品製造業 516 9.6 

５ 一般機械器具製造業 366 6.8 

 

また、排出量の多い物質としては、表2-7のとおりとなっており、上位５物質で全体の約90％

を占めています。 

 

【表2-7 排出量の多い物質】 

順位 物質番号 物質名 排出量(トン/年) 総排出量比(％) 

１ 227 トルエン 2,044 38.1 

２ 63 キシレン 1,601 29.9 

３ 40 エチルベンゼン 741 13.8 

４ 145 ジクロロメタン（塩化メチレン） 268 5.0 

５ 177 ε－カプロラクタム 150 2.8 
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  大気及び公共用水域への排出の多かった物質としては、表2-8のとおりとなっており、前者

では上位５物質で排出量の約92％、後者では約87％を占めています。 

【表2-8 排出量の多い物質（大気、公共用水域）】 

  ・大 気 

順位 物質番号 物質名 
排出量 

(トン/年) 
総大気 

排出量比(％) 

１ 227 トルエン 2,044 39.9 

２ 63 キシレン 1,601 31.3 

３ 40 エチルベンゼン 741 14.5 

４ 145 ジクロロメタン（塩化メチレン） 268 5.2 

５ 177 スチレン 69 1.3 

 

・公共用水域 

順位 物質番号 物質名 
排出量 

(トン/年) 
総水域 

排出量比(％) 

１ 61 ε－カプロラクタム 150 62.5 

２ 283 ふっ化水素及びその水溶性塩 30 12.5 

３ 304 ほう素及びその化合物 16 6.7 

４ 43 エチレングリコール 8 3.3 

５ 54 エピクロロヒドリン 4 1.7 

 

(3) 特定化学物質の県内での排出等状況 

ＰＲＴＲ法においては、届出対象462物質のうち、発ガン性を有するなど特に有害性の高い

物質として、15物質を「特定第一種指定化学物質」に指定しています。表2-9に、県内におけ

る当該物質の排出等状況を示します。（20年度については、届出対象354物質、うち「特定第

一種指定化学物質」は12物質） 

 

【表2-9 特定第一種指定化学物質の排出状況】 

物質番号 物質名 排出量 移動量 合 計 

26 石 綿 0 4.7 4.7 ( 24.8) 

42 エチレンオキシド 28.6 0 28.6 ( 22.7) 

60 カドミウム及びその化合物 0.2 2.8 3.0 (  4.6) 

69 六価クロム化合物 0.4 0.5 0.9 (  0.9) 

77 クロロエチレン（塩化ビニル） 58.0 0 58.0 ( 41.2) 

179 ダイオキシン類 0.0 0.0 0.0 (  5.6) 

232 ニッケル化合物 0.3 56.4 56.7 ( 77.6) 

252 砒素及びその化合物 0.1 15.0 15.1 (  8.5) 

294 ベリリウム及びその化合物 0 0 0 (    0) 

295 ベンジリジン＝トリクロリド 0 0 0 (    0) 

299 ベンゼン 26.2 0 26.2 ( 32.9) 

343 メトキサレン 0 0 0 (    0) 

     備考 １ 単位はトン/年（ダイオキシン類はｇ-TEQ/年） 

２ （ ）内は、平成19年度実績 

３ 物質番号294、295及び343については、届出なし 
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(4) 届出外排出量の推計 

経済産業省及び環境省では、対象事業者から届け出られた第一種指定化学物質の排出量以

外の排出量（届出外排出量）について、以下の事項ごとに統計資料等を基に推定・算出して

います。 

 

・対 象 業 種：対象業種に属する事業を営む事業者からの排出量であるが、従業員数、取扱量

その他の要件を満たさないため、届出対象とならないもの 

・非対象業種：対象業種以外の業種に属する事業のみを営む事業者からの排出量 

・家  庭：家庭からの排出量 

・移 動 体：移動体（自動車、二輪車、特殊自動車、鉄道車両、船舶、飛行機）からの排出量 

 

  本県における平成20年度の届出外排出量は、4,569トンと推定されており、全国届出外排出

量（290,872トン）の1.6％を占めており、その内訳は、表2-10のとおりとなっています。 

 

【表2-10 届出外排出量の内訳】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、届出外排出量の多い物質については、表2-11のとおりとなっており、上位５物質で

全体の約62％を占めています。 

 

【表2-11 届出外排出量の多い物質】 

順位 物質番号 物質名 
排出量 
（トン） 

総届出外排
出量比（％） 

1 63 キシレン 886 19.4 

2 227 トルエン 771 16.9 

3 307 ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル 539 11.8 

4 24 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 324 7.1 

5 50 
Ｎ，Ｎ’－エチレンビズマンガンとＮ，Ｎ’－エ
チレンビズ亜鉛の錯化合物 

293 6.4 

 

項 目 
排出量 
（トン） 

総届出外 
排出量比（％） 

対象業種  510     11.2 

非対象業種 1,701     37.2 

家 庭     1,064     23.3 

移動体 1,294     28.3 

自動車 829.7 

二輪車 171.8 

特殊自動車 56.3 

船 舶 231.0 

鉄道車両 3.7 

 

航空機 1.9 
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３ 個別事業所の開示 

国では全国の個別の事業所から届出のあった排出量等のデータについて、ホームペ

ージ上で公表するとともに、各省庁に窓口を設置し、一般の方からの開示請求を受け

付けています。 

  開示手続等については、以下の窓口までお問い合わせください。 

 

・経済産業省 

 経済産業省製造産業局化学物質管理課内 ＰＲＴＲ開示窓口 

  〒100-8901 東京都千代田区霞が関1-3-1 

  Tel 03-3501-1511（内線3694、3695） Fax 03-3580-6347 

  ホームページ http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html 

 

・環境省 

 環境省環境保健部環境安全課内 ＰＲＴＲ開示窓口  

〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2 合同庁舎第5号館25階 

  Tel 03-5521-8260 Fax 03-3580-3596 

  ホームページ http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html 
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（別紙） 

ＰＲＴＲ制度の概要 

 

ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register：環境汚染物質排出移動登録）

とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中

に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータ

を把握し、集計し、公表する仕組みです。 

 対象としてリストアップされた化学物質（第一種指定化学物質；354物質）を製造した

り使用したりしている事業者は、環境中に排出した量と、廃棄物として処理するために

事業所の外へ移動させた量とを自ら把握し、行政機関に年に１回届け出ます。 

 行政機関は、そのデータを整理し集計し、また、家庭や農地、自動車などから排出さ

れている対象化学物質の量を推計して、２つのデータを合わせて公表します。 

 

 

 ＰＲＴＲ制度によって、毎年どんな化学物

質が、どの発生源から、どれだけ排出されて

いるかを知ることができるようになります。 

 また、事業者は、環境保全のための行動に

ついて自主的な取組を進めることが求められ

ており、将来的な化学物質の排出抑制が期待

できます。 

 

諸外国でも導入が進んでおり、日本では

1999（平成11）年、「特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律」（ＰＲＴＲ法）により制度化されまし

た。 
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届出対象事業者の要件 

 

 以下の３つの要件に全て該当する事業者については、ＰＲＴＲ法に基づく第一種指定

化学物質の排出量等の届出が必要です。 

 

１ 対象業種 

営んでいる業種が表1-1の業種に該当する事業者 

２ 従業員数 

   事業者全体として、常時使用される従業員数が21人以上の事業者 

３ 事業所の要件 

   次のいずれかの事業所を有する事業者 

①いずれかの第一種指定化学物質*1の年間取扱量が１トン以上である事業所 

②いずれかの特定第一種指定化学物質*2の年間取扱量が0.5トン以上である事業所 

③金属鉱業又は原油・天然ガス鉱業を営み、鉱山保安法に規定する建設物、工作物

その他の施設が設置されている事業所 

④下水道業を営み、下水道終末処理施設が設置されている事業所 

⑤ごみ処分業又は産業廃棄物処分業（特別管理産業廃棄物処分業を含む）を営み、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する一般廃棄物処理施設又は産業廃棄

物処理施設が設置されている事業所 

⑥ダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設が設置されている事業所 

   なお、③～⑥を有する事業者については、（特定）第一種指定化学物質の年間取扱

量にかかわらず、１及び２の要件に該当する場合、届出が必要です。 

 *1 第一種指定化学物質とは、人の健康、動植物の生息・生育及びオゾン層破壊等に影響を及ぼ

すおそれのある物質で、製造及び使用等の状況からみて、相当広範な地域の環境において継続

して存すると認められるものであり、３５４物質が指定されている。 

 *2 特定第一種指定化学物質とは、第一種指定化学物質のうち、発ガン性を有する等特に影響が強

いと考えられる物質であり、１２物質が指定されている。 

＜参考；ＰＲＴＲ法の改正について＞ 

ＰＲＴＲ法は平成21年11月20日付けで以下のとおり改正されました。 

平成22年度の排出・移動量は、改正後の内容で把握する必要があります。 

○第一種指定化学物質の見直し 

現行354物質が462物質となります。また、特定第一種指定化学物質についても、

現行12物質が15物質となります。 

○業種の追加 

第一種指定化学物質等取扱事業者となり得る業種に、医療業が追加されます。 


